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第１ 【企業の概況】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、(中間)

連結財務諸表を作成しておりません。以下の記載はすべて当社に係る記載であります。 

また、当社は心臓循環器関連の商品に特化して事業展開を図っており、事業の種類別の記載については

該当事項がありません。以下の記載は、可能な範囲で当社の主要な商品区分と関連づけて記載しておりま

す。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

該当事項はありません。 

(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含めておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第25期までは希薄化効果を有する潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

３ 第25期中及び第25期の持分法を適用した場合の投資損益の金額については、関連会社の損益等からみて重 

要性が乏しいため、またその他の回次については、該当事項がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,726 9,709 8,701 18,034 19,192

経常利益金額 (百万円) 488 782 577 1,052 1,481

中間(当期)純利益金額 (百万円) 217 430 271 457 777

持分法を適用した場合の 
投資損益の金額

(百万円) ― ― ─ ― ─

資本金 (百万円) 2,115 2,115 2,115 2,115 2,115

発行済株式総数 (千株) 12,302 11,302 11,302 11,302 11,302

純資産額 (百万円) 12,869 12,874 13,758 12,874 13,728

総資産額 (百万円) 18,019 18,671 20,020 19,117 20,531

１株当たり純資産額 (円) 1,214.51 1,270.02 1,277.18 1,248.23 1,293.17

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 20.55 42.06 25.60 40.26 70.34

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― 41.95 25.07 ― 69.39

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 25.00 30.00

自己資本比率 (％) 71.4 69.0 68.7 67.3 66.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △150 △685 135 △6 562

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △74 12 206 △372 1

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △218 △407 △351 △4 682

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 2,255 1,234 3,555 2,314 3,565

従業員数《ほか、平均臨
時雇用者数》

(名)
340
《61》

364
《86》

369
《101》

346
《61》

364
《89》



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

該当事項はありません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

該当事項はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

該当事項はありません。 

  

(2) 提出会社における状況 

① 従業員数 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 当社は単一の事業を営んでいるため、事業の種類別の従業員数は記載しておりません。 

２ 嘱託、パートタイマー、アルバイト等の臨時従業員の期中平均雇用数は101名であります。 

なお、雇用数は、臨時従業員の総執務時間数を一般従業員の就業規則に基づく年間所定労働時間数で除して

算出しております。 

  

② 従業員数の著しい増減又は労働組合との間の特記すべき事項等 

該当事項はありません。 

  

  

従業員数(名) 369



第２ 【事業の状況】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、中間連

結財務諸表を作成しておりません。従って以下の記載はすべて当社に係る記載であります。 

また、当社は心臓循環器関連の商品に特化して事業展開を図っており、事業の種類別の記載については

該当事項がありません。以下の記載は、可能な範囲で当社の主要な商品区分と関連付けて記載しておりま

す。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

（売上高）  

  当中間会計期間は、本年4月に実施された特定保険医療材料の償還価格（以下「保険償還価格 

 」という）の改定において、当社が販売いたしますほぼ全商品が引き下げ対象となり販売価格 

 が下落いたしました。このような状況に対し、当社といたしましては販売数量の増加に取り組 

 み、多くの商品において前年同期を上回る実績となりましたものの、保険償還価格引き下げの 

 影響を吸収するまでには及びませんでした。また、当社の主力商品である心臓ペースメーカに 

 おいて、本年6月に商品の一部自主回収を行ったことも影響した結果、売上高は87億1百万円（ 

 前年同期比10.4％減）となりました。 

  

 （営業利益） 

  営業利益は、売上高減少の影響により2億6千3百万円（前年同期比50.5％減）となりました。 

  

 （経常利益） 

  経常利益は、営業外収益として為替差益および受取保険金及び配当金等を3億2千6百万円計上 

 した結果、5億7千7百万円（前年同期比26.2％減）となりました。 

  

 （中間純利益） 

  中間純利益は、特別利益として投資有価証券売却益等を3千6百万円計上し、特別損失として 

 投資有価証券売却損等を2千3百万円計上した結果、2億7千1百万円（前年同期比36.9％減）とな 

 りました。 

  

  品目別の販売状況は次のとおりです。 

  なお、当中間会計期間より品目別の区分を、従来の「人工臓器類」、「ディスポーザブルカ 

 テーテル類」および「その他」の3区分から、「リズムディバイス」、「EP/アブレーション」 

 、「外科関連」および「インターベンション」の4区分に変更いたしております。以下に記載 

 しております前年同期の品目別の売上高に係る記載は、変更後の品目別の区分に基づき算出し 

 た数値となっております。 

  今回の主な変更点は下記のとおりです。 

  ・商品特性を反映した区分とするため「人工臓器類」を「リズムディバイス」および「外科 

   関連」に分割いたしました。 

  ・自社製造製品として拡充を図り、売上も拡大し、当社における事業の重要性が高まってい 

   るため「その他」から「EP/アブレーション」を独立させ単独の区分といたしました。 

  ・取扱い商品の拡大にともない、より事業の実態を反映した名称とするため「ディスポーザ 

   ブルカテーテル類」を「インターベンション」に名称変更いたしました。 

  

 ＜品目別の販売状況＞ 

                                                                     (単位：百万円） 



 
  

①リズムディバイス 

  心臓ペースメーカ関連におきましては、本年4月の保険償還価格改定により機種別では最大 

 15.3％と大幅な引き下げが行われたことに加え、本年6月に、商品の一部自主回収を実施いたし 

 ました影響により、売上高は38億5千9百万円（前年同期比18.0％減）となりました。また、ICD 

 （植込み型除細動器）関連におきましては、競合他社の新規参入等により市場における競争環境 

 が引き続き厳しい状況であることに加え、上記ペースメーカと同時期に実施いたしました商品の 

 一部自主回収の影響を受け、売上高は5億9千1百万円（前年同期比45.6％減）となりました。  

  以上の結果、リズムディバイスの売上高は44億7千5百万円（前年同期比23.3％減）となりまし 

 た。  

   

 ②EP/アブレーション  

  自社製造製品であるEP（電気生理用）カテーテルおよびアブレーションカテーテルにおきまし 

 ては、国産メーカーとして、医療現場のニーズを的確かつ迅速に反映した製品開発を行うととも 

 に、統一ブランド「J・Cath（ジェイ・キャス）」のもと認知度向上に努めました。また、両製 

 品は、不整脈の検査においてEP（電気生理用）カテーテルを用い、その後の治療においてアブレ 

 ーションカテーテルを用いる関係にあるため、一方の製品のみが採用されている施設をフォロー 

 し、もう一方の製品の採用を働きかける等、きめ細やかな営業活動を展開いたしました。  

  その結果、EP（電気生理用）カテーテルにおきましては、「EPスター」シリーズの新製品発売 

 もあり、売上高は5億3千5百万円（前年同期比66.9％増）となりました。また、アブレーション 

 カテーテルにおきましては、引き続き高い市場シェアを維持したことにより保険償還価格引き下 

 げの影響を吸収し、売上高は7億3百万円（前年同期比27.6％増）となりました。  

  以上の結果、EP/アブレーションの売上高は12億7千4百万円（前年同期比40.1％増）となりま 

 した。  

   

 ③外科関連  

  外科関連商品のうち、人工血管および人工肺関連商品におきましては、前期に発売した新商品 

 の効果もあり販売数量が増加したことにより保険償還価格引き下げの影響を吸収し、売上高はそ 

 れぞれ、12億4千5百万円（前年同期比3.7％増）、2億6千万円（前年同期比18.8％増）となりま 

 した。しかしながら、人工心臓弁につきましては、治療方法の変化に伴い、当社が販売しており 

 ます機械弁の市場自体が縮小傾向にあるため、売上高は5億3千8百万円（前年同期比11.9％減） 

 となりました。  

  以上の結果、外科関連の売上高は20億4千5百万円（前年同期比0.3％増）となりました。  

   

 ④インターベンション  

  PTCAバルーンカテーテルにおきましては、昨年12月に新商品「オッティモ・ロッソ」を発売し 

 た効果もあり、前期より引き続き好調に推移し、前年同期を上回る数量を販売いたしましたが、 

 保険償還価格の引き下げによる単価下落の影響を補うことができず、5億8千6百万円（前年同期 

 比9.1％減）となりました。また、PTCAガイドワイヤーにおきましても、自社製造製品である「 

第26期（前中間期） 第27期（当中間期） 増減

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

 リズムディバイス 5,837 60.1% 4,475 51.5% △1,362 △23.3%

 EP/アブレーション 909 9.4% 1,274 14.6% 364 40.1%

 外科関連 2,038 21.0% 2,045 23.5% 6 0.3%

 インターベンション 922 9.5% 905 10.4% △17 △1.8%

合計 9,709 100.0% 8,701 100.0% △1,008 △10.4%



 アスリート」シリーズが堅調に売上数量を伸ばしましたものの、売上高は前年同期を下回り2億1 

 千6百万円（前年同期比13.5％減）となりました。  

  心房中隔欠損閉鎖器具「アンプラッツァー・セプタルオクルーダー」につきましては、本年4 

 月に保険適用を受けたことから治療実績は増加いたしましたが、治療を行うことができる認定施 

 設が限定されており、認定施設の拡大に向けトレーニングを順次実施している段階であるため、 

 売上高は7千1百万円に留まりました。  

  以上の結果、インターベンションの売上高は9億5百万円（前年同期比1.8％減）となりまし 

 た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 当中間会計期間における税引前中間純利益は、5億9千万円（前年同期比33.0％減）となりまし 

 た。また、現金及び現金同等物におきましては、売上債権の減少や保険積立金の解約による収入 

 等の増加要因はありましたが、配当金の支払や仕入債務の減少等により前事業年度末に比べ9百 

 万円減少し、当中間期末には35億5千5百万円となりました。  

  各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

   

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1億3千5百万円（前年同期比8 

 億2千1百万円増）の収入となりました。  

  これは主に、売上債権の減少額5億5千7百万円、減価償却費6千9百万円等による増加要因と仕 

 入債務の減少額2億8千7百万円、たな卸資産の増加額6千7百万円等による減少要因を反映した結 

  果であります。  

   

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）   

  当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、2億6百万円（前年同期比1億9 

 千4百万円増）の収入となりました。  

  これは主に、保険積立金の解約による収入額5億6百万円、投資有価証券の売却による収入額2 

 億3千1百万円等による増加要因と投資有価証券の取得による支出額4億1千7百万円、有形固定資 

 産の購入による支出額5千4百万円等による減少要因を反映した結果であります。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

  当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、3億5千1百万円の支出となり 

 ました。  

  これは主に、配当金の支払額3億1千6百万円、長期借入金の返済による支出額3千5百万円等に 

 よる減少要因を反映した結果であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
  

  

(2) 受注実績 

当社の事業形態は、原則として受注残高が発生しないため、記載を省略いたしました。 

  

(3) 販売実績 

  

    当中間会計期間より品目別の区分を、従来の「人工臓器類」、「ディスポーザブルカテーテ 

   ル類」、および「その他」の３区分から、「リズムディバイス」、「EP/アブレーション」、 

   「外科関連」および「インターベンション」の４区分に変更いたしております。以下に記載し 

   ております販売実績の前中間会計期間末および前事業年度末の品目別の数値は、変更後の品目 

   別の区分に基づき算出しております。 

    当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 総販売実績に占める販売実績の割合が100分の10以上となる得意先はありません。 

２ 輸出高については、該当事項はありません。 

３ 上記金額には、消費税等は含めておりません。 

  

(4) その他生産、受注及び販売等に関して特記すべき事項 

特記すべき事項はありません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

(1) 当中間会計期間において生じた、事業上及び財務上の対処すべき課題の重要な変更 

該当事項はありません。 

区分

前中間会計期間  
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間  
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

金額 同期比 金額 同期比 金額 同期比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

ＥＰ・アブレーションカテーテル類 377,052 186.7 497,105 131.8 891,727 197.4

その他 134,709 93.5 117,886 87.5 257,501 95.6

合計 511,761 147.9 614,991 120.2 1,149,229 159.4

区分

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

金額 同期比 金額 同期比 金額 同期比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

リズムディバイス 5,837,979 111.1 4,475,528 76.7 11,008,569 101.2

EP/アブレーション 909,972 150.5 1,274,571 140.1 2,035,211 154.5

外科関連 2,038,959 99.8 2,045,178 100.3 4,254,117 105.3

インターベンション 922,723 111.9 905,723 98.2 1,894,637 105.3

合計 9,709,635 111.3 8,701,001 89.6 19,192,536 106.4



  

(2) 当中間会計期間において新たに生じた、事業上及び財務上の対処すべき課題 

該当事項はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 合併 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な営業の譲渡又は譲受け等 

該当事項はありません。 

  

(3) 営業の全部若しくは主要な部分の賃貸借等、その他経営上の重要な契約の締結、重要な変更又は解約

該当事項はありません。 

  

(4) 株式交換又は株式移転 

該当事項はありません。 

  

(5) 新設分割又は吸収分割 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

  当社は、高付加価値ディスポーザブルカテーテル製品の開発を目指し、この分野に主要な研究   

  開発活動を集中させております。 

  当社リサーチセンターでは、集積された臨床現場の情報を最大限に利用して既存製品の改良に 

  取組み、高品質、高付加価値製品の開発を目指しております。 

  当中間会計期間におきましては、特に電気生理用（ＥＰ）カテーテル（商品名 ＥＰスター） 

  において、製品改良に注力いたしました。 

   当中間会計期間においては、89百万円の研究開発費を計上いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、中間連

結財務諸表を作成しておりません。以下の記載は全て当社に係る記載であります。 

また、当社は心臓循環器関連の商品に特化して事業展開を図っており、事業の種類別の記載については

該当項目がありません。以下の記載は、可能な範囲で当社の主要な商品区分と関連付けて記載しておりま

す。 

  

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 主要な設備の重要な異動 

該当事項はありません。 

  

(2) 主要な設備の重要な休止 

該当事項はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前事業年度末における計画の重要な変更 

該当事項はありません。 

  

(2) 前事業年度末の計画のうち、完了したもの 

該当事項はありません。 

  

(3) 新たに確定した計画 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,300,000

計 43,300,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 11,302,497 同左
ジャスダック証券
取引所

―

計 11,302,497 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

   平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の 

  とおりであります。 

 
（注）１ 新株予約権の目的となる株式の数の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整

します。 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数について行われ、

調整の結果1株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式

の数を調整することができます。 

２ 払込金額の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じた1円未満の端数は切り上げます。 
  

   
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、その他払込金額の調

整を必要とするやむ得ない事由が生じた場合は、当社は合理的な範囲で払込金額を調整することができま

株主総会の特別決議日（平成16年６月29日）

中間会計期間末現在

(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成18年11月30日)

新株予約権の数（個） 2,630 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）      263,000（注）1 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり879（注）2 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～

平成20年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  879

資本組入額 440
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、監査

役、従業員及び顧問の地位

にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任も

しくは定年退職した場合に

はこの限りではない。

相続人による新株予約権

の行使は認めない。

その他、権利行使の条件

は新株予約権発行の定時株
主総会決議及び取締役会決
議に基づき、当社と新株予

約権の割当を受けた者との

間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他の

処分は認めない。 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

         調整後払込金額＝調整前払込金額×

１

分割・併合の比率



す。 

  

 
（注）新株予約権の目的となる株式の数は、行使請求に係る本社債の発行価額総額を転換価額で除して得られる最大整

数となります。 

転換価額は、毎月第３金曜日の３連続取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の毎日の

終値平均値の90％に相当する金額に修正されます。 

  

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 （平成18年１月30日発行）

中間会計期間末現在
（平成18年９月30日）

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日）

新株予約権の数 14個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 467,227株（注） 481,695株（注）

新株予約権の行使時の払込金額
本社債の発行価額と同額とす
る。

同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月31日～
平成20年１月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格  749.10円
（転換価額） 
 資本組入額 557.40円

発行価格  726.60円 
（転換価額） 
 資本組入額 557.40円

新株予約権の行使の条件

当社が本社債を繰上償還する場

合または当社が本社債につき期

限の利益を喪失した場合には、

それぞれ償還日または期限の利

益の喪失日以後本社債を行使す

ることはできない。当社が本新

株予約権付社債の社債権者の請

求により本社債を繰上償還する

場合には、本新株予約権付社債

券が償還金支払場所に提出され

た時以降、本新株予約権を行使

することはできない。また、各

本新株予約権の一部行使はでき

ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

商法第341条ノ２第４項の定め

により本社債または本新株予約

権のうち一方のみを譲渡するこ

とはできない。

同左

新株予約権付社債の残高 350,000 千円 350,000 千円

代用払込みに関する事項 ─ ─



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

─ 11,302,497 ─ 2,115,241 ─ 2,133,946



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、当社所有の自己株式 530 千株(4.69 ％)があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が1,500 株(議決権15個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」には自己株式 50株(自己保有株式)が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

増本武司 東京都港区 3,427 30.32

鈴木啓介 東京都品川区 1,427 12.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 400 3.53

上田勝啓 大阪府吹田市 134 1.18

日本ライフライン従業員持株会
東京都豊島区池袋2-38-1      
日本ライフライン株式会社内

121 1.07

長濱岳司 東京都板橋区 116 1.02

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区鍛冶町2-6-2 110 0.97

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 108 0.96

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 100 0.88

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 100 0.88

計 ― 6,045 53.4

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 530,100

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 10,770,200 107,702 ―

単元未満株式  
普通株式 2,197 ― ―

発行済株式総数 11,302,497 ― ―

総株主の議決権 ― 107,702 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記の他、単元未満株式 50株を自己名義で所有しております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) ジャスダック証券取引所の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ 

  ん。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ライフライン株式会社

東京都豊島区池袋 
２－38－１

530,100 ─ 530,100 4.69

計 ― 530,100 ─ 530,100 4.69

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,201 1,136 955 917 880 895

最低(円) 1,050 931 850 800 819 815



第５ 【経理の状況】 

１ 当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、「中間

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)に基づく中間連結財務

諸表は作成しておりません。 

  

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、

新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しく、中間連結財

務諸表を作成していないため、該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

(1) 現金及び預金 757,518 3,078,985 3,088,482

(2) 受取手形 ※３ 2,317,535 1,881,259 2,114,418

(3) 売掛金 3,672,557 3,372,585 3,697,169

(4) 有価証券 476,579 476,934 476,630

(5) たな卸資産 6,644,547 6,603,259 6,535,833

(6) その他の流動資産 856,140 944,374 760,553

  流動資産合計 14,724,878 78.9 16,357,398 81.7 16,673,087 81.2

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１ 784,958 4.2 646,507 3.2 661,294 3.2

２ 無形固定資産 16,468 0.1 16,468 0.1 16,468 0.1

３ 投資その他の資産

(1) 長期前払費用 793,522 643,275 715,203

(2) その他の投資 2,364,985 2,371,712 2,480,276

 貸倒引当金 △13,657 3,144,851 16.8 △14,987 3,000,000 15.0 △14,987 3,180,493 15.5

固定資産合計 3,946,278 21.1 3,662,976 18.3 3,858,256 18.8

資産合計 18,671,156 100.0 20,020,375 100.0 20,531,343 100.0



 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

(1) 買掛金 1,606,610 1,667,299 1,954,752

(2) 短期借入金 1,700,000 1,800,000 1,800,000

(3) 1年内返済予定長期 
  借入金

─ 168,191 ─

(4) 未払法人税等 384,351 316,749 419,441

(5) その他の流動負債 ※２ 941,499 928,721 907,084

流動負債合計 4,632,461 24.8 4,880,962 24.4 5,081,278 24.7

Ⅱ 固定負債

(1) 新株予約権付社債 ─ 350,000 500,000

(2) 長期借入金 203,389 ─ 203,389

(3) 退職給付引当金 572,820 665,372 614,147

(4) 役員退職慰労金 
  引当金

381,100 358,600 396,600

(5) その他の固定負債 7,288 7,197 7,288

固定負債合計 1,164,597 6.2 1,381,169 6.9 1,721,425 8.4

負債合計 5,797,059 31.0 6,262,131 31.3 6,802,703 33.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,115,241 11.3 ― ― 2,115,241 10.3

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,133,946 ― 2,133,946

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 ― ― 186,669

資本剰余金合計 2,133,946 11.4 ― ― 2,320,616 11.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 528,810 ― 528,810

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 6,000,000 ― 6,000,000

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

3,255,300 ― 3,602,192

利益剰余金合計 9,784,110 52.4 ― ― 10,131,003 49.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △347,476 △1.8 ― ― △347,476 △1.7

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金

25,758 0.2 ― ― 33,496 0.2

Ⅵ 自己株式 △837,482 △4.5 ― ― △524,241 △2.5

資本合計 12,874,097 69.0 ― ― 13,728,639 66.9

負債資本合計 18,671,156 100.0 ― ― 20,531,343 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ─ 2,115,241 10.6 ― ─

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 2,133,946 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 193,355 ―

   資本剰余金合計 ― ─ 2,327,301 11.6 ― ─

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 528,810 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 6,000,000 ―

    繰越利益剰余金 ― 3,500,537 ―

   利益剰余金合計 ― ─ 10,029,348 50.1 ― ─

 ４ 自己株式 ― ─ △380,961 △1.9 ― ─

   株主資本合計 ― ─ 14,090,929 70.4 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ─ 14,789 0.0 ― ─

 ２ 土地再評価差額金 ― ─ △347,476 △1.7 ― ─

   評価・換算差額等 
   合計

― ─ △332,686 △1.7 ― ─

   純資産合計 ― ─ 13,758,243 68.7 ― ─

   負債純資産合計 ― ─ 20,020,375 100.0 ― ─



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,709,635 100.0 8,701,001 100.0 19,192,536 100.0

Ⅱ 売上原価 5,097,658 52.5 4,617,264 53.1 9,925,477 51.7

売上総利益 4,611,977 47.5 4,083,736 46.9 9,267,058 48.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,079,033 42.0 3,820,089 43.9 8,196,983 42.7

営業利益 532,943 5.5 263,647 3.0 1,070,075 5.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 259,791 2.7 326,319 3.7 454,777 2.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 10,249 0.1 12,156 0.1 43,656 0.2

経常利益 782,486 8.1 577,810 6.6 1,481,197 7.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 100,986 1.0 36,181 0.4 120,948 0.7

Ⅶ 特別損失 ※４ 2,808 0.0 23,752 0.2 13,949 0.1

税引前中間(当期) 
純利益

880,664 9.1 590,239 6.8 1,588,196 8.3

法人税、住民税 
及び事業税

385,186 305,074 761,286

法人税等調整額 64,907 450,094 4.7 13,631 318,705 3.7 49,447 810,733 4.2

中間(当期)純利益 430,570 4.4 271,533 3.1 777,462 4.1

前期繰越利益 2,824,730 2,824,730

中間(当期)未処分 
利益

3,255,300 3,602,192



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高（千円） 2,115,241 2,133,946 186,669 2,320,616

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）

 役員賞与（注）

 中間純利益

 自己株式の処分 6,685 6,685

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
─ ─ 6,685 6,685

平成18年９月30日残高（千円） 2,115,241 2,133,946 193,355 2,327,301

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 528,810 6,000,000 3,602,192 10,131,003 △524,241 14,042,619

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ △317,188 △317,188 △317,188

 役員賞与（注） △56,000 △56,000 △56,000

 中間純利益 271,533 271,533 271,533

 自己株式の処分 143,280 149,965

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
─ ─ △101,655 △101,655 143,280 48,310

平成18年９月30日残高（千円） 528,810 6,000,000 3,500,537 10,029,348 △380,961 14,090,929

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高（千円） 33,496 △347,476 △313,979 13,728,639

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △317,188

 役員賞与（注） △56,000

 中間純利益 271,533

 自己株式の処分 149,965

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額)
△18,706 ─ △18,706 △18,706

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
△18,706 ─ △18,706 29,604

平成18年９月30日残高（千円） 14,789 △347,476 △332,686 13,758,243



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

前中間会計期間

 (自 平成17年４月１日

  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

前事業年度の

要約キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

 至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

(1) 税引前中間(当期)純利益 880,664 590,239 1,588,196

(2) 減価償却費 92,972 69,177 211,517

(3) その他の償却費 56,523 56,509 113,165

(4) 貸倒引当金の減少額 △15,700 ─ △14,369

(5) 退職給付引当金の増加額 40,696 51,225 82,023

(6) 役員退職慰労金引当金の減少額 △176,100 △38,000 △160,600

(7) 受取利息及び受取配当金 △3,678 △3,427 △12,423

(8) 受取保険金及び配当金 △117,605 △259,398 △183,162

(9) 支払利息 5,006 6,582 10,081

(10)固定資産売却、処分損益 891 4,182 △863

(11)投資有価証券売却益 △25,785 △11,107 △35,115

(12)社債発行費 ─ ─ 9,971

(13)売上債権の減少額（△増加額） △253,979 557,742 △75,474

(14)たな卸資産の増加額 △642,292 △67,635 △533,578

(15)仕入債務の増加額（△減少額） △169,084 △287,453 179,057

(16)未払消費税等の増加額（△減少額） △22,184 22,416 △6,115

(17)役員賞与の支払額 △35,000 △56,000 △35,000

(18)その他 129,599 △90,688 182,036

小計 △255,056 544,363 1,319,348

(19)利息及び配当金の受取額 3,686 3,146 12,444

(20)利息の支払額 △4,985 △7,598 △10,195

(21)法人税等の支払額 △428,917 △404,049 △758,975

営業活動によるキャッシュ・フロー △685,272 135,861 562,622

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

(1) 有形固定資産の取得による支出 △171,173 △54,423 △271,126

(2) 有形固定資産の売却による収入 ─ 941 104,791

(3) 投資有価証券の取得による支出 △459,833 △453,745 △790,912

(4) 投資有価証券の売却による収入 466,503 231,720 709,757

(5) 長期貸付金実行による支出 △15,000 △15,500 △25,500

(6) 長期貸付金回収による収入 33,592 24,936 61,482

(7) ゴルフ等会員権の売却による収入 450 ─ 450

(8) 長期前払費用の支出 △6,752 △8,016 △8,784

(9) 保険積立金の増加による支出 △31,866 △25,725 △110,316

(10)保険積立金の減少による収入 204,043 506,023 332,977

(11)その他の支出 △22,742 △12,020 △31,962

(12)その他の収入 14,823 12,349 30,581

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,045 206,539 1,439

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 短期借入による収入 ─ ─ 100,000

(2) 長期借入の返済による支出 ─ △35,197 ─

(3) 新株予約権付社債発行による収入 ─ ─ 990,028

(4) 自己株式の取得による支出 △150,572 △34 △150,661

(5) 配当金の支払額 △256,644 △316,362 △257,166

財務活動によるキャッシュ・フロー △407,216 △351,593 682,199

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ ─ 4,307

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

  (△減少額)
△1,080,444 △9,192 1,250,569

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,314,542 3,565,112 2,314,542

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

  （期末）残高
※１ 1,234,098 3,555,919 3,565,112



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
重要な会計方針の要約
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び 

 評価方法

 

 

 (1) 有価証券

  ①その他有価証券

   時価のあるもの  時価法によっており、時

価は中間期末日現在の市場

価格等を用いております。

その結果算定された評価差

額の処理は、洗替方式に基

づき、評価差額の合計額を

資本の部に計上する全部資

本直入法によっておりま

す。なお、売却原価算定の

ための評価方法は、移動平

均法によっております。

 時価法によっており、時

価は中間期末日現在の市場

価格等を用いております。

その結果算定された評価差

額の処理は、洗替方式に基

づき、評価差額の合計額を

純資産の部に計上する全部

純資産直入法によっており

ます。なお、売却原価算定

のための評価方法は、移動

平均法によっております。

 時価法によっており、時

価は期末日現在の市場価格

等を用いております。その

結果算定された評価差額の

処理は、洗替方式に基づ

き、評価差額の合計額を資

本の部に計上する全部資本

直入法によっております。

なお、売却原価算定のため

の評価方法は、移動平均法

によっております。

   時価のないもの  移動平均法に基づく原価

法によっております。

同左 同左

  ②子会社株式及び関 
   連会社株式

 移動平均法に基づく原価

法によっております。

同左 同左

 (2) たな卸資産  移動平均法に基づく原価

法によっております。

同左 同左

 (3) デリバティブ取引

  ①為替予約取引

  

  

 時価法によっており、時

価は主要取引銀行から提示

された中間期末日現在の先

物価格に基づき算定してお

ります。

  

  

─────

  

  

 時価法によっており、時

価は主要取引銀行から提示

された期末日現在の先物価

格に基づき算定しておりま

す。

  ②通貨スワップ取引  時価法によっており、時

価は当該取引先証券会社か

ら提示された中間期末日現

在の評価額によっておりま

す。

同左  時価法によっており、時

価は当該取引先証券会社か

ら提示された期末日現在の

評価額によっております。

２ 固定資産の減価償却 

 の方法

 

 

 (1) 有形固定資産  定率法によっており、耐

用年数及び残存価額は法人

税法に定めるものと同一の

基準によっております。

同左 同左

 (2) 長期前払費用  契約期間等にわたり、均

等償却しております。

同左 同左



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
重要な会計方針の要約
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

  

 債権の貸倒による損失に

備えるため、以下の基準に

より計上しております。

同左 同左

  ①一般債権  貸倒実績率に基づき計上

しております。

同左 同左

  ②貸倒懸念債権及

び破産更生債権

等

 個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。

同左 同左

 (2) 退職給付引当金  従業員の退職給付支給に

備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる退職給付の額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異につい

ては平均残存勤務年数内の

一定年数(５年)による按分

額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しており

ます。 

また、平成17年４月１日よ

り確定給付型年金制度から

確定拠出型年金制度へ移行

いたしました。これにより

発生した過去勤務債務につ

いては、平均残存勤務年数

内の一定年数（５年）によ

る按分額を発生事業年度よ

り費用処理しております。

 従業員の退職給付支給に

備えるため、当事業年度末

における退職給付見込額の

うち当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる退職給付費用の額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異の処理

については平均残存勤務年

数内の一定年数（５年）に

よる按分額を発生の翌事業

年度より費用処理しており

ます。 

 過去勤務債務の処理につ

いては、平均残存勤務年数

内の一定年数（５年）によ

る按分額を発生の事業年度

より月割りで費用処理して

おります。

 従業員の退職給付支給に

備えるため、当事業年度末

における退職給付見込額の

うち当事業年度末において

発生していると認められる

退職給付費用の額及び年金

資産の額に基づき計上して

おります。 

 数理計算上の差異の処理

については平均残存勤務年

数内の一定年数(５年)によ

る按分額を発生の翌事業年

度より費用処理しておりま

す。 

 また、平成17年４月１日

より確定拠出型年金制度へ

移行いたしました。これに

より発生した過去勤務債務

については、平均残存勤務

年数内の一定年数（５年）

による按分額を発生事業年

度より費用処理しておりま

す。

 (3) 役員退職慰労金 

   引当金

 取締役及び監査役の退任

に伴う役員退職慰労金の支

出に充てるため、商法施行

規則第43条に定める引当金

として、内規に基づく要支

給額を計上しております。

 取締役及び監査役の退任

に伴う役員退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基

づく要支給額を計上してお

ります。

 取締役及び監査役の退任

に伴う役員退職慰労金の支

出に充てるため、商法施行

規則第43条に定める引当金

として、内規に基づく要支

給額を計上しております。

４ リース取引の処理 

 方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金(現

金及び現金同等物)

の範囲

 手許現金、随時引き出し

可能な預金の他、容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わず、取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資が含まれて

おります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重



 
  

要な事項

（1）消費税等の会計 

  処理

 税抜方式によっておりま

す。

同左 同左

（2）繰延資産の処理 

 方法

 ───── ───── 社債発行費  

全額発生時に費用処理して

おります。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は13,758,243千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

─────



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――――― （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「有形固定資産の売却による収

入」は、前中間会計期間において

は、「その他の収入」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が

増したため当中間会計期間より区分

掲記しております。 

 なお、前中間会計期間における

「その他の収入」に含まれている

「有形固定資産の売却による収入」

は7千円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,801,075千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,881,486千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,842,191千円

※２ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示 

仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺し、相殺後の金額は「その

他の流動負債」に含めて表示し

ております。

※２ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示 

同左

※２ 未払消費税等の表示 

 

未払消費税等は「その他の流動

負債」に含めて表示しておりま

す。

※３   ───── ※３ 中間会計期間末日満期手形の

処理 

 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が中間会計期間末残高から除か

れております。 

 

受取手形 138,073千円

※３   ─────

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息及び
割引料

3,165千円

為替差益 111,181千円

受取保険金及び
配当金

117,605千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息及び
割引料

1,813千円

為替差益 46,400千円

受取保険金及び
配当金

259,398千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息及び
割引料

3,232千円

為替差益 200,505千円

受取保険金及び
配当金

183,162千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息及び 
割引料

5,006千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息及び
割引料

6,582千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息及び
割引料

10,081千円

※３ 特別利益のうち重要なもの

  確定拠出年金 
  移行益      32,026千円

  役員退職慰労金 
  引当金戻入益   28,425千円

  投資有価証券 
  売却益      27,631千円

  貸倒引当金戻入益 10,753千円

  役員退職慰労金引当金戻入益は
  、当中間会計期間中における役 
  員退職慰労金に係る内規の改正 
  に伴うものであります。

※３ 特別利益のうち重要なもの

  投資有価証券
  売却益      30,075千円

  

 

※３ 特別利益のうち重要なもの

確定拠出年金
移行益

33,105千円

役員退職慰労金 
引当金戻入益

28,425千円

投資有価証券
売却益

46,009千円

 
役員退職慰労金引当金戻入益
は、当事業年度中における役員
退職慰労金に係る内規の改正に
伴うものであります。

※４ 特別損失のうち重要なもの

  投資有価証券 
  売却損            1,845千円

※４ 特別損失のうち重要なもの

  投資有価証券
  売却損           18,968千円

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

投資有価証券
売却損 10,894千円



 
  

  ゴルフ会員権等 
  売却損               64千円

 

 ５ 減価償却額

有形固定資産 92,972千円

 

 ５ 減価償却額

有形固定資産 69,177千円

 

 ５ 減価償却額

有形固定資産 211,517千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    41株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権付社債の転換に伴う自己株式の移転による減少   199,441株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 11,302,497 ─ ─ 11,302,497

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 729,550 41 199,441 530,150

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 317,188 30 平成18年３月31日 平成18年６月29日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同

等物の中間期末

(期末)残高と中間

貸借対照表(貸借

対照表)に掲記さ

れている科目の金

額との関係

 

 

 

 

 

 

現金及び預金

有価証券

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

757,518千円

476,579千円

1,234,098千円

3,078,985千円

476,934千円

3,555,919千円

3,088,482千円

476,630千円

3,565,112千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(有形固定資産)

取得価額相当額 36,631千円

減価償却累計額 
相当額

13,159千円

中間期末残高 
相当額

23,471千円

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(有形固定資産)

取得価額相当額 39,351千円

減価償却累計額
相当額

21,109千円

中間期末残高
相当額

18,241千円  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

(有形固定資産)

取得価額相当額 39,351千円

減価償却累計額 
相当額

17,078千円

期末残高相当額 22,273千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7,640千円

１年超 16,193千円

合計 23,833千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7,219千円

１年超 11,386千円

合計 18,605千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

  

 

１年内 7,881千円

１年超 14,768千円

合計 22,650千円

 (3) 当中間期の支払リース料、リ

ース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料 4,044千円

減価償却費 
相当額

3,860千円

支払利息相当額 220千円

 (3) 当中間期の支払リース料、リ

ース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料 4,237千円

減価償却費
相当額

4,031千円

支払利息相当額 192千円

 (3) 当期の支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

支払リース料 8,096千円

減価償却費
相当額

7,723千円

支払利息相当額 428千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

の未経過リース料中間期末残高

 (借主側)

１年内 342千円

１年超 ― 千円

合計 342千円
 

２ オペレーティング・リース取引

の未経過リース料中間期末残高

 (借主側)

１年内 1,824千円

１年超 2,584千円

合計 4,408千円
 

２ オペレーティング・リース取引

の未経過リース料期末残高

 (借主側)

１年内 1,824千円

１年超 3,496千円

合計 5,320千円

 

    



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

種類
取得原価 
(千円)

中間 
貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価
(千円)

中間
貸借対照表
計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借 
対照表 
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

① 株式 ― ― ― 74,823 73,754 △1,069 36,554 28,810 △7,744

② 債券 ― ― ― 100,000 100,000 ─ ─ ─ ─

③ その他 313,568 336,340 22,772 433,030 443,902 10,872 374,168 415,263 41,095

計 313,568 336,340 22,772 607,853 617,656 9,802 410,722 444,073 33,351

区分

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

中間貸借対照表計上額
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

非上場株式 121,600 121,600 121,600

証券投資信託の受益証券(MMF) 476,579 476,934 476,630

投資事業組合への出資金 182,903 163,526 176,143

合計 781,082 762,061 774,373

子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 108,000 144,000 108,000

合計 108,000 144,000 108,000



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１ 通貨関連(市場取引以外の取引) 

  

 
  

 
  

２ その他 

  

 
  

種類

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

契約額等
(千円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益 
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち
１年超
(千円)

時価 
(千円)

評価損益 
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち
１年超
(千円)

時価 
(千円)

評価損益 
(千円)

為替予約取引

 買建(米ドル) 335,027 ― 341,710 6,683 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

通貨スワップ取
引

 受取：米ドル 1,564,360 1,310,680 1,480,695 △83,664 1,310,680 1,057,000 1,303,313 △7,366 1,437,520 1,183,840 1,411,424 △26,096

 支払：円

合計 1,899,387 1,310,680 1,822,405 △76,981 1,310,680 1,057,000 1,303,313 △7,366 1,437,520 1,183,840 1,411,424 △26,096

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

(注)１ 為替予約取引及び通貨スワ

ップ取引の評価は時価法に

よっており、期中の評価損

益の増減は、当該中間会計

期間の損益として処理して

おります。

(注)１ 通貨スワップ取引の評価は

時価法によっており、期中

の評価損益の増減は、当該

中間会計期間の損益として

処理しております。

(注)１ 為替予約取引及び通貨スワ

ップ取引の評価は時価法に

よっており、事業年度中の

評価損益の増減は、当該事

業年度の損益として処理し

ております。

２ 為替予約取引の時価の金額

は、主要取引銀行から提示

された中間期末現在の先物

価格に基づき算定しており

ます。

２ 通貨スワップ取引の時価の

金額は、当該取引先証券会

社から提示された中間期末

現在の評価額に基づき算定

しております。

２ 為替予約取引の時価の金額

は、主要取引銀行から提示

された期末現在の先物価格

に基づき算定しておりま

す。

３ 通貨スワップ取引の時価の

金額は、当該取引先証券会

社から提示された中間期末

現在の評価額に基づき算定

しております。

３ 通貨スワップ取引の時価の

金額は、当該取引先証券会

社から提示された期末現在

の評価額に基づき算定して

おります。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

市場取引(先物取引、オプション取

引)、為替予約及び通貨スワップ以外

の市場外取引(先渡取引、オプション

取引、通貨以外のスワップ取引、そ

の他)については、該当事項はありま

せん。

同左 同左



(持分法損益等) 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、 

下記のとおりであります。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,270.02円 1,277.18円 1,293.17円

１株当たり中間(当期)
純利益

42.06円 25.60円 70.34円

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益

41.95円 25.07円 69.39円

区分

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益及び潜在 
株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算
定上の基礎

１株当たり中間（当期）純利益

 中間損益計算書（損益計算書） 
 上の中間（当期）純利益

（千円） 430,570 271,533 777,462

 普通株主に帰属しない金額 （千円） ─ ─ 56,000

 （うち利益処分による役員賞 
  与金）

（千円） （─） （─） （56,000）

 普通株式に係る中間（当期） 
 純利益

（千円） 430,570 271,533 721,462

 普通株式の期中平均株式数 （千株） 10,236 10,605 10,257

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 
純利益

 中間損益計算書（損益計算書） 
 上の中間（当期）純利益調整額

（千円） ─ ─ ─

 普通株式増加数 （千株） 26 225 140

 （うち新株予約権） （千株） (26) ( 9) (49)

 （うち新株予約権付社債） （千株） (─) (216) (90)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間（当期）純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

─ ─ ─



(重要な後発事象) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

――――― ―――――
 
 
 
 

――――― 
 
 
 
 



(2) 【その他】 

① 第27期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月24 

日開催の取締役会において、これを行わない旨を決議いたしました。 

  

② 当中間会計期間終了後、この半期報告書提出日までに、資産・負債に著しい変動又は損益に重要な

影響を与えた事実若しくは与えることが確実に予想される事実は発生しておりません。 

  

③ 当中間会計期間中において、営業その他に関する重要な訴訟事件等は発生しておりません。 

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第26期 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に

提出 

  

(2) 自己株券買付状況報告書 

報告期間 （自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月10日関東財務局長に提出 

報告期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月10日関東財務局長に提出 

報告期間 （自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月12日関東財務局長に提出 

報告期間 （自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月10日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

日本ライフライン株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ライフライン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第26期事業年度の中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ライフライン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  太  田     弘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  満  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  口     茂  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

日本ライフライン株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ライフライン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第27期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ライフライン株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  満  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  口     茂  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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